
＜土総様式１＞

土木総務課№ 41 策定年月日 令和元年12月13日

施設名称 所管所属名称

大分類 公用施設 中分類 庁舎 小分類 単独庁舎

構造 棟情報一覧のとおり 用途 棟情報一覧のとおり 建築日 棟情報一覧のとおり

経過年数 棟情報一覧のとおり 耐用年数 棟情報一覧のとおり 目標使用年数 棟情報一覧のとおり

運営方式 直営 管理者名称 栗原地方ダム総合事務所 全延床面積（㎡） 棟情報一覧のとおり

所在地

必要性の有無 有

必要性の判断理由
栗原地方ダム総合事務所は、栗原市にある４つのダムの管理を行っており、洪水調節、水
資源の確保、河川環境の保全等のため必要な施設である。

５　施設ごとの今後の対策

管理に関する基本的
な考え方を踏まえた
施設の管理方針

　適切なダム操作及び貯水運用を図る上で必要不可欠な施設であり、適正な維持管理が必
要であることから、今後も適切な維持管理に努める。
　点検・補修結果については、データを蓄積し今後の施設保全に活用する。
　また、予防保全の考え方を取り入れ、劣化状況等に応じた周期的な改修等を図るととも
に、計画的な修繕・更新を行う。

施設間・対策間の優
先順位の判断内容

　令和元年度の点検の結果，一部クラック等が見られるが修繕対応が必要となる損傷はみ
られなかった。
　令和元年度現在で経過年数が耐用年数に届かず，施設の損傷が少ないことから，事後保
全を中心に必要な予算を要求しながら，適切な維持管理を行う。

設置根拠規定等 行政組織規則第97条

業務内容 行政組織規則第97条の4項

２　計画期間

令和２年度から令和１１年度までの１０年間

３　点検・診断によって得られた個別施設の状態

別添「県有建築物保全点検結果報告書」及び「県有建築物保全点検調査結果票（準用版）」のとおり

４　当該施設の必要性

個別施設計画

１　対象施設・施設概要

施設情報

栗原地方ダム総合事務所 栗原地方ダム総合事務所

公共施設等総合管理方針施設分類

主要建物概要

栗原市花山字本沢向原11



41

栗原地方ダム総合事務所（棟情報一覧）

番号
中長期

保全計画
対象区分

1500㎡以
上

防災拠点 建物名称 財産区分
取得

年月日
建築

年月日
建面積
（㎡）

延床面積
（㎡）

階数
（地上）

階数
（地下）

建物用途 建物構造
耐用
年数

目標
使用
年数

経過
年数

点検区分

1 － － － 車庫 行政財産 1999/3/31 1999/3/31 79.04 79.04 1 単独庁舎 非木造 34 45 20 保全点検準用

2 － － － 倉庫 行政財産 1999/3/31 1999/3/31 99.90 99.90 1 単独庁舎 非木造 34 45 20 保全点検準用
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＜土総様式２＞

土総№ 41 栗原地方ダム総合事務所

短期保全計画表（施設全体） （千円）
R1 R2 R3 R4 R5 R6 R7 R8 R9 R10 R11 備考

0 0 294 294 294 294 294 294 294 397

0 0 294 294 294 294 294 294 294 397

（棟別内訳） （千円）
R1 R2 R3 R4 R5 R6 R7 R8 R9 R10 R11 備考

１棟 車庫 ○ ○ ○ ○

２棟 倉庫 ○ ○ ○ ○

国交省単価 国交省単価 国交省単価 国交省単価 国交省単価 国交省単価 国交省単価 国交省単価

130 130 130 130 130 130 130 175

国交省単価 国交省単価 国交省単価 国交省単価 国交省単価 国交省単価 国交省単価 国交省単価

164 164 164 164 164 164 164 222

２棟 倉庫

１棟 車庫

２棟 倉庫

チ　廃止・撤去

１棟 車庫

２棟 倉庫

施設維持管理費
（施設の維持管理に係る通常の予算額）

１棟 車庫

ト　機能転換・用途変更

２棟 倉庫

ホ　更新・建替

１棟 車庫

２棟 倉庫

へ　複合化・集約化

１棟 車庫

２棟 倉庫

１棟 車庫

ロ　中長期保全計画に係る対策費用　又は
修繕A（予防保全）に係る費用

１棟 車庫

２棟 倉庫

ハ　中長期保全計画に係る対策費用　又は
修繕B（事後保全）に係る費用

１棟 車庫

２棟 倉庫

ニ　耐震化費用（非構造部材）

イ　点検・診断　（実施予定年度に○）

　施設名称：
ロ　中長期保全計画に係る対策費用　又は
修繕A（予防保全）に係る費用
ハ　中長期保全計画に係る対策費用　又は
修繕B（事後保全）に係る費用

ニ　耐震化費用（非構造部材）

ホ　更新・建替

へ　複合化・集約化

ト　機能転換・用途変更

チ　廃止・撤去

施設維持管理費
（施設の維持管理に係る通常の予算額）

合計








